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何が問題か？

新型コロナウイルスへの恐怖感が高まっている理由は、検査及び治療の方法が確立されてい

ないなか、感染者数が急激に増加していることだろう。また、中国当局が正確な情報開示を

怠っているのではないかとの疑念が、必要以上に恐怖心を増幅させているようだ。さらに、中

国経済の停滞が世界に与える影響に関しても慎重な見方が広がった。

新型コロナウイルス（COVID-19）が猛威を奮っている。感染者が急速に拡大するなか、検査・

治療方法が確立されていないことが、世界的な恐怖の背景だ。ただし、これまでの経緯を冷

静に振り返ると、この新型ウイルスは、感染力こそ強力ではあるが、毒性においてSARSよりか

なり弱く、致死率もSARSの9.6％を大きく下回る2％程度との見方が有力になった。中国にお

いて死者が増加したのは、高齢者や他の病気との合併症に加え、医療環境の問題があるの

ではないか。一方、SARSが流行した2003年、世界経済に占める中国のウェートは4.3％に過

ぎなかったが、IMFは2020年に16.9％に達するとの推計を発表した。訪日中国人による財・

サービスの購入は日本のGDPの0.3％に止まり、一時的な観光客の減少なら十分に吸収でき

る。ただし、中国経済の落ち込みが長引けば、世界も影響を受けざるを得ない。3月の全人代、

4月の訪日を考慮した場合、習近平政権は新型ウイルスの感染拡大を是が非でも抑え込まな

ければならないだろう。ここ2、3週間が、この問題の大きな山場になると予想する。

沈静化へ山場を迎えたCOVID-19問題

2020.2.14

 急激な感染の拡大＝数字の恐怖

 新たなウイルスで不明点が多いこと

検査・治療方法が確立されていない

デマも含めて不正確な情報が伝播している

 中国経済のプレゼンスの高まり
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中国における新型コロナウイルス感染者数の推移（前日比）

主な感染症の感染力と致死率

世界保健機構（WHO)によれば、2003年にSARSが流行した際、感染者のピークは8,465人

だった。一方、新型コロナウイルスは、SARSを遥かに上回るスピードで感染者が拡大しつつあ

る。ただし、感染者の増加数を前日比で見ると、2月5日の3,892人をピークとしてピークアウト

感が台頭した。今後は中国以外での感染者拡大抑止が焦点となるだろう。

SARSの致死率は発病者の9.6％だった。また、鳥インフルエンザは60％、エボラ出血熱は

50％、MERS及び天然痘は50％に達している。一方、新型コロナウイルスの場合、致死率は

2％程度と推定され、主な重い感染症に比べればかなり低いようだ。中国において死者が増

加したのは、高齢者や他の病気による合併症、さらに医療環境が影響したのではないか。

期間：WHOが数字の発表を開始した2020年1月21日～2月12日
出所：WHOの調査よりピクテ投信投資顧問が作成
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出所：ニューヨークタイムズの調査よりピクテ投信投資顧問が作成
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中国の名目GDPと世界経済のウェート

今週のまとめ
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期間：2000〜2020年（2019、2020年はIMFの予測値）
出所：IMFのデータよりピクテ投信投資顧問が作成

SARSの流行した2003年、中国のGDPが世界全体に占める比率は4.3％だった。一方、IMFの

推計によれば、2020年における中国のGDPは、世界経済の16.9％を占める。訪日中国人に

よる日本での財・サービスの購入は、日本のGDPの0.3％程度であり、一時的な観光客の減少

は吸収できるだろう。ただし、中国の景気減速が長引けば、世界全体への影響が懸念される。

 中国の政治日程

全国人民代表大会（3月5日～）

習近平国家主席国賓訪日（4月上旬）

 中国指導部にとり政治的には今後2、3週間が勝負処

 感染力の強さ・致死率の低さ

 検査・治療法の確立なら不安心理は緩和へ

出所：ピクテ投信投資顧問が作成

中国では、3月5日より年に1度の全国人民代表大会（全人代）が予定されている。また、習近

平国家主席は、4月上旬に日本を国賓として訪問する予定だ。これらの日程が先送りとなれ

ば、中国指導部が受ける政治的打撃は大きい。従って、中国当局は、今後2、3週間をメドに、

徹底した感染拡大の抑制策を実施するだろう。


